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【新規事業】　
　子育て世帯訪問支援事業 　　親子関係形成支援事業
　児童育成支援事業 　　　　　　　こども誰でも通園制度
　産後ケア事業
　妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業
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① 教育・保育提供区域の設定
「量の見込み」・「確保方策」を設定する単位として、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅から容易に移動すること

   が可能な区域を設定。

② 教育・保育の「量の見込み」・「確保の内容」・「実施時期」
教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「幼児期の学校教育・保育の量の見込み」を設定。

③ 地域子ども・子育て支援事業等の「量の見込み」・「確保の内容」
教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」を設定。

・地域子ども子育て支援事業等
（１） 延長保育事業
（２） 放課後児童健全育成事業
（３） 子育て短期支援事業
（４） 病児・病後児保育事業
（５） 利用者支援事業
（６） 地域子育て支援拠点事業
（７） 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

・新規事業
（１４） 子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）
（１５） 児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援）
（１６） 親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）
（１７） こども誰でも通園制度（保育所等に通っていない3歳未満のこどもが保育所等を利用できる制度）
（１８） 産後ケア事業（産後に助産師等がサポートをする事業）

    （１９） 妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業（妊婦のための支援給付と相談支援）

④ 教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保の内容
認定こども園の普及に係る考え方、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割、提供の必要性等に係る考え方、推進方策、

  地域における教育・保育事業 を行う者の連携並びに認定こども園、幼稚園及び保育園 と小学校等との連携の推進方策

（８） 一時預かり事業
（９） 妊婦健康診査事業
（１０） 乳児家庭全戸訪問事業
（１１） 養育支援訪問事業
（12） 実費徴収に係る補足給付を行う事業
（13） 多様な事業者の参入促進・能力活用事業

子ども・子育て支援事業計画の記載事項

必須記載事項

3



① 基本理念
市町村子ども・子育て支援事業計画に係る法令の根拠、基本理念、目的等を記載。

② 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保
・産前・産後休業や育児休業期間中の保護者に対する情報提供や相談支援
・特定教育・保育施設や地域型保育事業の計画的な整備等

③ 子どもに関する専門的な知識及び技術に要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項
・児童虐待防止対策の充実
・母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進
・障害児など特別な支援が必要な子どもの施策の充実

④ 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携に関する
    事項

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し及び、仕事と子育ての両立のための基盤整備についての施策

⑤ 地域子ども・子育て支援事業を行う市町村において子ども・子育て支援の提供を行う関係機関相互の連携の推進に関する
    事項

子育て支援事業の実施者の連携・協力の推進を図っていく取り組み

⑥ 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成の時期

⑦ 市町村子ども・子育て支援事業計画の期間

⑧ 市町村子ども・子育て支援事業計画の達成状況の点検及び評価
各年度における市町村子ども・子育て支援事業計画の達成状況を点検及び評価する方法等

任意記載事項
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